
 
東京都練馬区〈以下省略〉   
原告  Ｘ   
東京都渋谷区〈以下省略〉   
原告  株式会社 里水   
同代表者代表取締役  Ａ   
上記両名訴訟代理人弁護士  平田達   
同  田宮彩子   
同訴訟復代理人弁護士  髙野良子   
東京都練馬区〈以下省略〉   
被告  練馬区   
同代表者区長  志村豊志郎   
同指定代理人  澤田千秋   
同  高橋工   
同  山田幸男   
同  中嶋敏博   
同  西小野満   
  
 
主文 
 
 １ 原告らの請求をいずれも棄却する。 
 ２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 
  
  
 
事実及び理由 
 
第１ 請求 
 １ 被告は，原告Ｘに対し，２８１万８８３４円及びこれに対する平成９年２月２７日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
 ２ 被告は，原告株式会社里水に対し，３６５９万５０００円及びこれに対する平成１

４年１１月１８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 
第２ 事案の概要 
 本件は，原告Ｘ（以下「原告Ｘ」という。）及び原告株式会社里水（以下「原告里水」と

いう。）が，各原告において購入又は売却する予定であった土地に接する通路が建築基準法



（以下「法」という。）４２条２項に規定する道路（以下「２項道路」という。）に該当す

るか否かをあらかじめ被告に問い合わせたのに対して，被告区役所の職員が当該通路は２

項道路に該当しないとの誤った回答をしたため，原告らはそれを前提に決定した代金額で

上記土地の売買をしたところ，後に上記通路が２項道路に該当することが判明し，その結

果損害を被ったと主張して，被告に対し，国家賠償法（以下「国賠法」という。）１条１項

又は民法７０９条若しくは７１５条に基づき，原告Ｘについては損害金２８１万８８３４

円及びこれに対す 
る売買の日である平成９年２月２７日から民法所定の年５分の割合による遅延損害金，原

告里水については損害金３６５９万５０００円及びこれに対する売買の日である平成１４

年１１月１８日から同割合による遅延損害金の各支払を求める事案である。 
 １ 前提事実（当事者間に争いのない事実は末尾に証拠等を掲記しない。） 
  (1)ア 原告Ｘは，平成９年２月２７日，Ｂから別紙物件目録１(1)ないし(3)記載の各土

地（以下「本件土地１」という。）及び同土地上の建物を３５００万円で買い受けた（以下

「本件売買契約１」という。）。（甲１） 
   イ 原告里水は，平成１４年１１月１８日，田畑土地株式会社（代表者Ｃ（以下「Ｃ」

という。））の仲介により，Ｄに対して，別紙物件目録２記載の土地（以下「本件土地２」

という。）及び同土地上の建物を１８２４万５０００円で売り渡した（以下「本件売買契約

２」という。）。ただし，同建物は取り壊すことが前提となっており，売買代金算定の基礎

には含まれなかった。（甲３，４，弁論の全趣旨） 
  (2) 本件売買契約１，２は，本件土地２のうち別紙図面１のＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆ，

Ｇ，Ｈ及びＡの各点を順次直線で結んだ線で囲まれた範囲の通路部分（以下「本件私道」

という。なお，本件土地１と本件私道の位置関係は，別紙図面２のとおりである。）が２項

道路に該当しないものとして，締結された。（甲３，４，弁論の全趣旨） 
  (3)ア 法施行当初，東京都内の２項道路の指定権限を有する特定行政庁は，法の規定

により，東京都知事とされていたところ，東京都知事は，昭和３０年７月３０日，東京都

告示第６９９号により，基準時（法第３章の規定が適用されるに至った昭和２５年１１月

２３日をいう。以下同じ。）において，東京都内に現存する幅員４ｍ未満１．８ｍ以上の道

で一定の要件に該当するもの等を２項道路に一括指定した。（乙３） 
   イ 法及び建築基準法施行令の改正により，昭和５０年４月１日以降は，被告区長

が練馬区内の２項道路の指定権限を有する特定行政庁となったところ，被告区長は，同年

３月２７日，練馬区告示第３３－２号により，同年４月１日以降，基準時において，練馬

区内に現存する幅員４ｍ未満１．８ｍ以上の道で，一般の交通に使用されており，その中

心線が明確であり，基準時にその道のみに接する建築敷地があるもの（以下「本件指定要

件」という。）を２項道路に一括指定した（以下「本件指定」という。）。（乙４） 
   ウ 被告区長は，平成１６年１１月３０日，本件私道が本件指定要件を充足すると

判断した（以下「本件決定」という。）。（乙５） 



 ２ 争点 
  (1) 原告らは，本件売買契約１，２の締結に先立って，被告に対し，本件私道が２項

道路に該当するかを問い合わせたか。これに対して，被告の職員は，どのように回答した

か。 
 （原告らの主張） 
   ア 原告Ｘは，本件売買契約１締結の直前に，知人の不動産業者であるＣを介し，

被告環境建築部建築課の職員に対し，本件私道が２項道路に該当するか否かを問い合わせ

た（以下「本件問い合わせ１」という。）。 
   イ 原告里水は，平成１３年１２月ころから平成１４年１１月ころまでの間に，Ｃ

又は同人の代理人である積水ハウス株式会社の従業員Ｅ（以下「Ｅ」という。）を介し，複

数回にわたって被告都市整備部建築第１課調査係（平成１８年４月に建築審査課道路調査

係に名称変更。以下「調査係」という。）の職員に対し，本件私道が２項道路に該当するか

否かを問い合わせた（以下「本件問い合わせ２」という。）。 
   ウ 被告の職員は，本件問い合わせ１，２に対し，確定的に本件私道が２項道路に

該当しない旨回答した。仮に，被告の職員が本件問い合わせ１，２に対して「２項道路と

して判断することができる十分な資料が整えば２項道路として取り扱う」旨回答したとし

ても，それは，「現時点では資料が整っていないから２項道路ではなく通路として扱う」と

いう意味であり，確定的に「２項道路ではない」と回答したのと同じである。 
 （被告の主張） 
 原告らの主張のうち，原告里水が被告に対して本件問い合わせ２をした事実は認めるが，

原告Ｘが被告に対して本件問い合わせ１をした事実は知らず，その余は否認する。 
 被告の職員が，本件問い合わせ２に対し，本件私道が２項道路に該当すると判断するこ

とができる十分な資料が整えばこれを２項道路として取り扱う旨回答したことはあるが，

確定的に本件私道が２項道路に該当しない旨の回答をした事実はない。 
  (2) 被告の職員が本件問い合わせ１，２に対し確定的に本件私道が２項道路に該当す

る旨の回答をしなかったことは違法か。 
 （原告らの主張） 
 地方自治体の職員は，その地域内の通路について，２項道路該当性の判断資料を適正に

管理した上，ある通路が２項道路に該当するか否かについての住民からの問い合わせに対

しては，慎重に調査して回答すべき義務を負うところ，被告の職員は，昭和４６年の時点

で既に本件私道が２項道路に該当することを前提にした建築確認処分がされたことがある

のに，道路等索引帳に本件私道が２項道路に該当する旨を記載しないなど，上記判断資料

を被告内で適正に管理せず，過去にさかのぼった建築確認処分の有無の調査，本件私道の

近隣住民からの聴き取り等を一切行わなかったために，確定的に本件私道が２項道路に該

当する旨の回答をせず，かえって，確定的に本件私道が２項道路に該当しない旨又は本件

私道が２項道路に該当する 



と判断することができる十分な資料が整えば２項道路として取り扱う旨の回答をしたので

あるから，被告の職員がした本件問い合わせ１，２に対する回答は違法である。 
 （被告の主張） 
 原告らの主張は争う。 
 地方自治体が行う２項道路該当性についての照会に対する回答は，公証事務ではなく，

主として建築確認申請等をする者を対象に，その申請の円滑化に資するために行う単なる

行政サービスであるから，その回答の内容が完全に正確なものでなければならないという

ものではなく，当該行政サービスの内容，時間，提供される資料等に照らし，当該部署の

公務員として一般に期待されている程度の情報提供が行われれば足りる。そして，ある通

路が２項道路に当たるか否かの判断は必ずしも容易とはいえず，他方で，照会の担当窓口

には日々多数の相談者が来庁するため，各相談者から２項道路に関して簡単な質問・照会

があった場合には，その場で速やかに回答することが求められる。そうすると，２項道路

であるか否かの照会を受け 
た地方自治体の職員は，照会を受けた時点で把握している事実を告げれば足りるというべ

きである。被告の職員は，本件問い合わせ２に対し，その時点で把握していた事実，すな

わち，被告区長が本件私道を２項道路であると判断していない事実を前提に，２項道路と

判断することができる十分な資料が整えば２項道路として取り扱う旨回答したものである

から，その回答に違法はない。 
 昭和４６年に本件私道が２項道路に該当することを前提とする建築確認処分がされた事

実があるとしても，建築確認を担当する建築主事には，２項道路該当性についての判断権

限がないから，被告が確定的に本件私道を２項道路として取り扱うことが義務付けられる

わけではなく，被告の職員が本件問い合わせ２に対してその旨回答しなかったとしても，

違法であるとはいえない。 
 よって，本件問い合わせ２に対する被告の職員の回答は，国賠法又は不法行為法上の違

法性を有しないというべきである。 
  (3) 被告の職員が確定的に本件私道が２項道路に該当する旨回答しなかったことと原

告らが本件売買契約１及び２を締結したこととの間には因果関係があるか。 
 （原告らの主張） 
 原告らは，被告の職員が本件問い合わせ１，２に対して確定的に本件私道を２項道路に

該当する旨回答しなかったために，本件私道が２項道路に該当しないという前提で本件売

買契約１及び２を締結し，争点(4)（原告らの主張）のとおりの損害を被った。 
 よって，被告の違法行為は，原告らの被った損害と因果関係を有するというべきである。 
 （被告の主張） 
 原告らの主張は否認し，争う。 
  (4) 原告らの損害 
 （原告らの主張） 



   ア 原告Ｘについて 
 原告Ｘは，本件私道が２項道路に該当しないとの前提で本件売買契約１を締結したとこ

ろ，本件売買契約１締結後に本件私道が２項道路として取り扱われることとなり，本件土

地１のうち本件私道に接する約５．２２m2 の部分（別紙図面３記載の部分）は，法４４条

及び東京都建築安全条例２条の建築制限が適用されることになった。 
 よって，原告Ｘは，別紙「原告Ｘの損害額計算」のとおり，上記部分の購入代金に相当

する２８１万８８３４円の損害を被った。 
   イ 原告里水について 
 原告里水は，本件私道が２項道路に該当せず，本件土地２が法４３条に規定する接道要

件を満たしていないため，本件土地２単体では建物を建てることができないとの前提で本

件売買契約２を締結し，近隣の土地の取引相場（１坪当たり約１５０万円）よりもはるか

に安い金額で本件土地２を売却した。すなわち，本件土地２の売買代金は，本件土地２か

ら本件私道を除いた部分の実測面積が１２０．６６m2 であるところ，この実測面積に１坪

当たり約５０万円を乗じて計算して決定されたものである。 
 しかし，本件売買契約２締結後に本件私道が２項道路として取り扱われることとなり，

本件土地２が接道要件を満たし単体で建物の建築が可能な土地であることが判明した。 
 よって，原告里水は，上記取引相場からすれば５４８４万円で売却できるはずの本件土

地２を１８２４万５０００円で売却せざるを得ず，その差額３６５９万５０００円の損害

を被った。 
 （被告の主張） 
 原告らの主張は争う。 
第３ 当裁判所の判断 
 １ 争点(1)（原告らは，本件売買契約１，２の締結に先立って，被告に対し，本件私道

が２項道路に該当するかを問い合わせたか。これに対して，被告の職員は，どのように回

答したか。）について 
  (1) 本件問い合わせ１について 
 原告Ｘは，本件売買契約１の締結に先立って，被告に対して本件問い合わせ１をしたと

主張し，証人Ｃの証言中には，それに沿う供述がある。 
 しかし，証人Ｃの証言は，問い合わせをした年月日，対応した被告の担当者，回答の内

容のいずれの点においても，極めて曖昧であり，その証明力は低いというべきである。 
 しかも，同証人の証言によれば，Ｃが平成９年当時，被告に対して本件私道が２項道路

に該当するかどうかの調査を求めた事実はないことが認められる（これに対し，後記認定

のとおり，本件問い合わせ２に対しては，被告は，本件私道が２項道路に該当するかどう

かの調査をしていることが認められるところである。）。 
 以上の点を考慮すると，証人Ｃの証言中の上記供述から直ちには，本件問い合わせ１が

された事実を認定することはできず，他にこの事実を認めるに足りる証拠はない。 



  (2) 本件問い合わせ２について 
   ア 原告里水が被告に対して本件問い合わせ２をしたことは，同原告と被告との間

に争いがない。 
   イ 証拠（甲５ないし９，１３，乙１，５，８ないし１２，証人Ｃ，同Ｅ，同Ｆ，

同Ｇ）及び弁論の全趣旨によれば，以下の事実が認められる。 
 （ア） ２項道路の指定には，個々の道路を個別具体的に指定するいわゆる個別指定の

方法と告示や規則によって一定の条件を満たす道路を一括して指定する方法とがあるとこ

ろ，被告においては，専ら一括指定の方法による指定が行われてきた。 
 （イ） 被告の建築主事は，昭和４６年７月６日，東京都練馬区○○ａ丁目１９番４の土

地（以下「１９番４の土地」という。）上にＨ（以下「Ｈ」という。）が建築を計画してい

た建物について，本件私道が２項道路に当たり，１９番４の土地が接道要件を満たしてい

るとして，建築確認処分（以下「本件建築確認処分」という。）をした。もっとも，本件建

築確認処分の基礎とされた資料は，現時点では，被告に保管されておらず，建築主事がど

のような資料に基づいて本件私道が２項道路に該当するとの判断をしたのかは不明である。 
 （ウ） 被告は，本件指定がされた昭和５０年ころ以来，住宅地図に法上の道路として

取り扱うことが確定した通路を図示（色塗り）した「道路等索引帳」を作成して調査係等

の窓口に備え置き，建築確認申請等をする者の調査の参考として閲覧に供している。被告

区長が２項道路の一括指定後に個別に調査してその指定条件を充足すると判断した通路に

ついては，その旨が道路等索引帳に記載され，問い合わせを受けた被告の職員は道路等索

引帳等を参照してその通路が２項道路に該当すると回答する運用が行われている。他方，

道路等索引帳に２項道路として掲げられていない通路について，被告が住民から２項道路

かどうかを調査してほしいとの申請を受けた場合，調査係の職員が現地確認等を行った上

２項道路か否かを回答する 
運用が行われている。 
 （エ）ａ Ｃの依頼を受けたＥは，平成１３年１２月２８日，調査係を訪れ，当時調査

係の職員であったＧ（以下「Ｇ」という。）に対し，本件私道について法４２条２項の適用

があるか否か，本件土地２について法４３条１項ただし書の許可を受けられるか否かを問

い合わせた（本件問い合わせ２）。 
  ｂ 上記問い合わせを受けたＧは，被告の調査係に保管されている道路位置指定等事

前調査書綴りの中に本件私道についての調査書がなかったので，本件私道については２項

道路該当性の調査が未了であると考え，Ｅに対し，道路位置指定等事前調査書の用紙の「相

談内容」，「申請者住所氏名」等の欄に所定の事項を記入したもの（乙１。以下「本件調査

書」という。）を提出させて事前調査の申請をさせ，調査結果については，現地確認後に連

絡する旨回答した。Ｅが同日被告に提出した本件調査書の用紙の「相談内容」欄には，相

談内容として，「協定通路として取り扱いか可否」と記載されている。なお，被告において

は，建築物の敷地が一定の要件を満たす通路に接する場合には，一定の許可条件を満たす



と，法４３条１項 
ただし書の許可を受けられるとの取扱いがされており，かかる取扱いを受けるために必要

な上記一定の要件を満たす通路として被告区長が認定する通路を，「協定通路」と呼んでい

る。 
  ｃ 本件調査書の提出を受けたＧは，同日，当時調査係の職員であったＦ（以下「Ｆ」

という。）と共に本件私道の現地調査（以下「本件調査」という。）を行った上，本件調査

の結果を踏まえて次のとおり調査内容（考察及び結果）を起案して，上司の決裁を取り，

本件調査の記録につづり込んだ（Ｇの起案した文書を以下「本件起案文書」という。）。 
 「〔考察〕現況図を見て判るように，当該通路の最小幅員は２．７ｍ未満であるため，協

定通路の要件に合致していない。よって，但し書での救済は不可である。 
 ここで，本通路が２項道路である可能性について検証する。昭和２２年の航空写真によ

ると，本調査地付近には２棟の建物らしきものが見える。又，この２棟は当該通路を使用

していたと考えられることから，２項道路として扱うことも可能と考える。しかし，道路

形状を明確に見てとれる訳ではないので，関係者の承諾及び中心位置決めを条件に２項道

路として取り扱うこととしたい。 
 〔結論〕関係者の承諾及び中心位置決めが可能であれば，２項道路として取り扱う。（但

し，航空写真により道路形状を明確に見てとれる訳ではないので，あくまで『現関係者の

承諾が前提』である旨を回答の際に念を押す）」 
  ｄ Ｇは，平成１４年１月７日，Ｅに対し，本件起案文書の上記「考察」及び「結論」

の内容を連絡した。 
 （オ）ａ Ｈは，平成１５年１月１４日，調査係を訪れ，Ｆに対し，本件建築確認処分

に基づき建築した建物の建て替えとして１９番４の土地上に建築を計画している建物につ

いて，建築確認を取得したい旨の相談をした。Ｆは，本件調査書等を参照した上，Ｈに対

し，本件私道について，その位置を測量し，中心位置を決め，関係権利者の承諾があれば

２項道路として取り扱うことが可能である旨説明した。 
  ｂ 本件私道が２項道路に該当するとの確答を得られなかったことを不満に感じたＨ

は，同月２１日，本件建築確認処分の確認通知書（甲９。以下「本件確認通知書」という。）

を持参して調査係を訪れ，Ｆに対し，以前１９番４の土地上に建築した建物について本件

建築確認処分を受けた旨を説明した。 
  ｃ また，Ｈから１９番４の土地上の建物の改築を請け負っていた旭化成ホームズ株

式会社の従業員であるＩ（以下「Ｉ」という。）は，同年１１月１３日，Ｈの代理人として

調査係を訪れ，Ｆに対し，Ｈの同年１月１４日の相談と同様の相談をした。Ｆは，Ｉに対

し，同日のＨに対する説明と同様の説明をした上，関係権利者の承諾がないと２項道路と

して取り扱うのは難しいかもしれない旨伝えた。 
  ｄ Ｉは，同年１２月２６日，Ｆに対し，本件私道の周辺住民からの証言を添えた報

告書を提出した。そこで，Ｆは，平成１６年１月７日及び８日に調査係の上司等と協議し，



周辺住民と中心位置を決め，現地表示をするとともに，図面を提出させ，その図面を基に

本件私道を２項道路として取り扱うとの結論を出した。 
 （カ） そのころＨが昭和４６年に本件私道が２項道路に該当することを前提とした建

築確認処分を得ていたとの情報を入手したＣは，平成１６年３月８日，調査係を訪れ，Ｆ

に対し，本件私道が２項道路には該当しないとの被告の指導に基づき本件売買契約１及び

２の売買代金を算定したことによって損害が生じたため，被告に損害賠償を請求したい旨

告げた。これを受け，Ｆは，同月１６日，上司らと再度協議し，訴訟事件となる可能性が

出てきたので，本件私道を２項道路として取り扱うには第三者の審理に耐え得る客観的な

資料が提出されることが必要であり，そのような資料が提出されるまで本件私道を２項道

路として取り扱うことを保留する旨方針を決定した。 
 （キ） そうしたところ，Ｈは，平成１６年３月２９日，調査係に対して，新たに入手

した昭和２３年当時の本件私道周辺の航空写真を提出した。被告区長は，平成１６年１１

月３０日，上記航空写真等によれば，本件私道が基準時において本件指定要件を充足して

いたと判断し得るとして，本件決定をし，本件私道は，その時点で道路等索引帳に２項道

路として掲げられた。 
   ウ イに認定したような，本件私道についての２項道路該当性の調査の経緯，本件

調査書中の本件起案文書の記載等によれば，被告の職員は，本件問い合わせ２に対して，

確定的に本件私道が２項道路に該当しない旨回答をしたものではなく，むしろ，２項道路

に該当すると判断することができる十分な資料が整えば２項道路として取り扱う旨回答し

たものと認めるのが相当である。 
   エ（ア） 原告らは，被告の職員が本件問い合わせ２に対して確定的に本件私道が

２項道路に該当しない旨回答したと主張し，証人Ｃ及び同Ｅは，これに沿う供述をする。 
 しかし，前記前提事実のとおりの本件指定要件の内容からすれば，個々の通路が本件指

定要件に該当するか否かの判断は，必ずしも容易ではなく，上記判断をするに当たっては，

当該通路の正確な位置を確定する作業等を行う必要があることがうかがわれるところ，前

記認定事実によれば，本件調査が行われる前には，被告は上記判断をするための十分な資

料を保有していなかった上，本件調査によっても，基準時当時における本件私道の道路形

状を明確に見て取れる写真等の確実な資料が入手できなかったことがうかがわれるのであ

るから，そのように資料が乏しい段階で，被告の職員が，本件問い合わせ２に対し，確定

的に本件私道が２項道路に該当しない旨の回答をしたとはにわかに考え難く，上記各証人

の供述は，信用できない 
というべきである。 
 （イ） 証人Ｅは，本件起案文書の記載に反し，平成１４年の初めに被告の職員から本

件調査の結果について連絡を受けた際，被告の職員から本件私道について法４３条１項た

だし書での救済はできないと聞いたのみであり，本件私道を２項道路として取り扱う可能

性がある旨言われたことはないと供述する。 



 しかし，本件起案文書の体裁や内容には特に不自然・不合理なところはなく，その記載

内容は信用できるというべきである。 
 確かに，本件起案文書の「考察」及び「結果」の各欄の記載内容は，一見すると，本件

調査書の「相談内容」欄の記載（「協定通路として取り扱いか可否」）と必ずしも整合して

いないようにも見えるが，証拠（証人Ｃ，同Ｅ，同Ｇ）によれば，平成１３年１２月２８

日のＥのＧに対する相談の趣旨は，本件土地２に合法的に建物が建てられるかどうかであ

り，本件私道が協定通路に当たるか否かに限られるものではなかったことが認められると

ころであり，そのような相談に対して，被告の職員が本件私道を２項道路として取り扱う

可能性についても検討し，その検討結果を回答するのは，ごく自然なことというべきであ

る。したがって，本件起案文書の記載内容が本件調査書の「相談内容」欄の記載と一見整

合していないように見え 
ることは，本件起案文書の作成経過や内容に疑問を抱かせるものとはいえない。 
 （ウ） 証拠（証人Ｅ）及び弁論の全趣旨によれば，Ｅが本件問い合わせ２がされた時

期の前後において本件私道を２項道路として取り扱うために周辺住民の承諾を集めるなど

の行動をとった事実はないことが認められるところ，Ｅが本件問い合わせ２に対してＧか

ら本件起案文書の「考察」及び「結論」の各欄に記載のとおりの内容の回答を受けたので

あれば，Ｅは当時本件私道の周辺住民の承諾を取り付ける行動に出たと考えるのが自然で

あるといえなくもない。 
 しかし，Ｅは，その経験上，道路等索引帳の記載が確定的なものであると考えていたこ

と（証人Ｅ）に照らせば，Ｅは，Ｇから上記内容の回答を受けたとしても，本件私道が道

路等索引帳上に２項道路として記載されていないことを重視し，被告が本件私道を２項道

路として取り扱うことはないと考え，上記行動に出なかったと考える余地もあり得るから，

Ｅが上記行動に出なかったことは，ウの認定を覆すものではないというべきである。 
 （エ） 前記認定の事実によれば，本件問い合わせ２がされた当時，道路等索引帳には，

本件私道が２項道路として掲げられていなかったものであり，被告の職員は，道路等索引

帳も参照しながら，本件問い合わせ２に回答したものと推認される。 
 しかし，証拠（乙８，１２，証人Ｇ）及び弁論の全趣旨によれば，道路等索引帳には，

本件指定により指定された練馬区内の２項道路がすべて記載されているわけではなく，本

件指定後の調査によって被告区長が個別に２項道路の要件を充足していると判断した通路

については，被告内部の決済を経て，順次，道路等索引帳に２項道路として書き加えられ

ること，このような個別の判断の結果，当初の道路等索引帳には記載がなかったが，後に

２項道路として書き加えられた通路は，昭和５４年から平成１７年の間に合計２３件（本

件私道を含む。）あり，逆に，当初道路等索引帳に２項道路として記載されていたが，その

後の調査により２項道路ではないと判明した通路は，同期間に合計９件あることが認めら

れる。そして，これらの 
事実に，調査係の職員であれば，道路等索引帳に２項道路として記載されていない通路が



後に２項道路であることが判明する事例が少なからず存し，道路等索引帳に記載されてい

ないことのみを根拠として２項道路ではない旨回答した場合，後にその通路が２項道路で

あることが判明すれば，問い合わせをした住民や周辺の住民に与える影響が大きいことを

認識していたはずであると考えられることを合わせ考慮すると，被告の職員が，本件私道

が道路等索引帳に２項道路として記載されていないことから直ちに，確定的に本件私道が

２項道路に該当しない旨の回答をしたものとは推認できないというべきである。 
 （オ） なお，原告らは，仮に，本件問い合わせ１，２に対する被告の職員の回答が，

本件私道について２項道路と判断することができる十分な資料が整えば２項道路として取

り扱うといったようなものであったとしても，かかる回答は確定的に本件私道について２

項道路として取り扱わないと回答したのと同じであるとも主張するが，かかる回答は，後

に十分な資料が整った場合に２項道路として取り扱うとの余地を残したものであり，確定

的に本件私道を２項道路として取り扱わないとの趣旨ではないことが明らかであるから，

上記主張は失当である。 
 （カ） 他に，ウの認定を覆すに足りる証拠はない。 
   オ なお，本件問い合わせ１がされた事実が認定できないことは，前記(1)に説示し

たとおりであるが，本件問い合わせ２について説示したところによれば，仮に本件問い合

わせ１がされた事実があるとしても，それに対して確定的に本件私道を２項道路として取

り扱わない旨の回答がされたと認めることはできないというべきである。 
 ２ 争点(2)（被告の職員が本件問い合わせ１，２に対し確定的に本件私道が２項道路に

該当する旨の回答をしなかったことは違法か。）について 
  (1) 一般に，地方自治体の住民は，行政の窓口相談において提供される教示や情報に

ついて，それが行政サービスであっても，相当な根拠に基づいてされるものであると信頼

し，その教示や情報に基づいて行動する場合もあるから，所掌事務について相談を受けた

職員としては，可能な限り正確な教示，情報の提供に努めるべきものである。 
 しかし，２項道路該当性のように，その判断のためには，基準時における現地の状況，

通路の位置，通路と隣地との境界等を正確に把握する必要がある一方，その判断がされる

と相談者以外の者の利害にも重大な影響を及ぼす可能性があり，しかも，地方自治体が最

終的な判断権限を有するものではない事項について相談を受けた場合，これに対して常に

一義的，確定的な教示や情報の提供をしなければならないとすると，円滑な相談業務の遂

行に支障を来すことにもなるというべきであるから，相談の内容や緊急度，相談を受けた

時点で収集可能な情報等に照らし，その部署の公務員として一般に期待される程度の情報

提供が行われれば足り，それ以上に一義的，確定的な教示や情報の提供をする義務までは

負わないというべきである 
。 
  (2) 争点(1)についての判断で説示したとおり，原告Ｘが被告に対して本件問い合わせ

１をした事実，被告の職員が本件問い合わせ１，２に対し確定的に本件私道が２項道路に



該当しない旨の回答をした事実は，いずれもこれを認定することができないというべきで

ある。 
 そうすると，被告の職員が本件問い合わせ１，２を受け，これに対して上記のような回

答をしたことを前提として被告の回答に国賠法又は不法行為法上の違法があるとする原告

らの主張は，その前提において失当であり，理由がない。 
  (3)ア 原告らは，仮に，被告の職員の本件問い合わせ１，２に対する回答が２項道路

と判断することができる十分な資料が整えば２項道路として取り扱うという趣旨のもので

あったとしても，被告の職員は，昭和４６年に本件私道が２項道路に該当することを前提

とする本件建築確認処分がされていたにもかかわらず，被告の職員がその資料を被告内で

適正に管理せず，過去にさかのぼった建築確認処分の調査，本件私道の近隣住民からの聴

き取り等を一切行わなかった結果，本件問い合わせ１，２に対して，確定的に本件私道を

２項道路として取り扱う旨の回答をしなかったのであるから，被告の職員の回答はその点

において国賠法又は不法行為法上の違法性を有する旨主張する。 
   イ 確かに，証拠（甲９，１３）によれば，昭和４６年に本件私道を２項道路とし

て取り扱うことを前提にした本件建築確認処分がされていることが認められる。 
 しかし，まず，本件建築確認処分を担当した建築主事が本件私道が２項道路に該当する

との判断をしたとしても，被告が直ちにその判断に拘束されて本件私道を２項道路として

取り扱うことを義務づけられるものではないから，本件建築確認処分がされていたこと自

体から直ちに，被告の本件問い合わせ１，２に対する上記のような回答が違法になるもの

とはいえない。 
 また，証拠（甲５）及び弁論の全趣旨によれば，原告らが本件問い合わせ１，２がされ

たとする当時，本件建築確認処分に関する資料が被告に保管されていなかったために，こ

れを調査資料として利用することができず，上記建築主事がいかなる資料に基づいて本件

私道が２項道路に該当すると判断したのかを知る術もなかったことが認められる上，前記

認定のとおり，本件私道が２項道路に該当するか否かの認定は，基準時における現地の状

況を確認し，その正確な位置を確定し，隣接する土地との境界を画定する作業を伴うなど，

きわめて困難なものであり，平成１６年３月２９日にＨから基準時における本件私道付近

の状況を撮影した航空写真が提出される前においては，被告の職員にとって基準時当時の

本件私道付近の客観的な 
状況も明らかではなかったというべきであるから，本件建築確認処分の存在を前提にして

も，被告の職員が，本件問い合わせ１，２に対し，確定的に本件私道を２項道路として取

り扱う旨を回答する一義的な義務があったということはできない。 
   ウ 原告らの主張は，被告が本件建築確認処分時の資料を保管せず，本件調査の際

にＨら本件私道の近隣住民から聴き取り等の調査をしなかったことを違法な行為として主

張するもののようにも解される。 
 しかし，本件全証拠によっても，いかなる事情で本件建築確認処分時の資料が被告に保



管されていなかったのか不明であり，それが被告の職員の違法な行為の結果であるとは断

定することができない上，仮に，その資料が保管されていたとしても，その資料の内容が

不明である以上，それに基づいて被告が確定的に本件私道が２項道路に該当するとの判断

をしていたかどうかも不明であるといわざるを得ないから，上記資料が保管されていなか

ったことと被告の職員が確定的に本件私道が２項道路に該当するとの判断をしなかったこ

ととの間に因果関係があるとはいえない。また，本件調査の際に本件私道の近隣住民から

の聴き取り等の調査により本件建築確認処分がされたことが判明したとしても，本件建築

確認処分の際にどのような 
資料に基づいて本件私道の２項道路該当性が認められたのかが不明である以上（Ｈが所持

していた本件確認通知書（甲９）によっても，この点は明らかでない。），被告において確

定的に本件私道が２項道路に該当するとの判断をすべきことが一義的に明らかであったと

もいえないから，被告が本件私道の近隣住民から聴き取り等の調査をしなかったことと，

被告の職員が確定的に本件私道が２項道路に該当するとの判断をしなかったこととの間に

因果関係があるとは認められない。 
   エ さらに，原告らの主張は，本件問い合わせ１，２に対して，確定的に本件私道

を２項道路に該当する旨回答することはしないまでも，本件建築確認処分がされたことを

告知すべき義務があった旨をいう趣旨に解されないこともない。 
 しかし，被告において本件私道を２項道路として取り扱うかどうかというような問題と

は異なり，本件私道の近隣の建物について建築確認処分がされたかどうかというような事

実については，原告ら自身も周辺住民から聴き取り調査をすることが可能であったと考え

られる上，被告において，本件私道を２項道路として取り扱うことが確定していなかった

のに，本件建築確認処分がされた事実のみを告知することは，かえって原告らに誤解を与

えることにもなりかねず，それが必要，適切であったとも直ちにはいえない。 
  (4) 以上のとおり，被告には，本件問い合わせ１，２に対して確定的に本件私道が２

項道路に該当する旨回答すべき義務や本件建築確認処分がされた事実を告知すべき義務が

あったとまではいえないのであり，被告が，確定的に本件私道を２項道路として取り扱う

旨の一義的な回答をすることまではせずに，より慎重を期して，２項道路に該当すると判

断することができる十分な資料が整えば２項道路として取り扱う旨回答するに止めたから

といって，これを国賠法上又は不法行為法上の違法な行為であるとまでいうことはできな

い。 
第４ 結論 
 よって，その余の点について判断するまでもなく，原告らの請求はいずれも理由がない

から，これらを棄却することとして，主文のとおり判決する。 
 （裁判長裁判官 矢尾渉 裁判官 澤野芳夫 裁判官 今井勇介） 
  
  



 〈以下省略〉 


